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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社グループは、独創的なハイテク技術をもって社会の期待に誠実に応え、社会的信頼を得ることが当社グループの継続的な成長をもたらすも
のと経営陣をはじめ従業員が認識し、そのために、法令遵守、重要情報の適時開示、独自技術を駆使した良質な製品開発、徹底した品質管理、
環境保全等の社会的責任を確実に果たします。

代表取締役は、コンプライアンスの重要性と精神を恒常的に組織全体に伝えることで、健全な企業風土を根付かせ、コンプライアンスが企業活動
の前提であることの周知徹底を図るとともに、内部監査を含む内部統制システムの整備・運用とそれらの機能向上に継続的に取り組み、適正な業
務執行が行われる社内環境作りを推進します。

当社では、社内のルールである「取締役規程」の前文として以下の項目を設け、各取締役が遵守すべき事項としております。

イ．会社は、株主の出資とリスクの負担のもとで、全ての株主の利益を追求する組織である。会社は労働と資本の提供を受け、事業を遂行し、価
値を創造する存在である。会社はさまざまなステークホルダーの協働システムであり、良き会社は、効率的に価値を創造することで株主価値の最
大化を実現するとともに、従業員を豊かにし、その他のステークホルダーの信頼をも高め、豊かな社会の創造に貢献する。

ロ．良き会社には良きガバナンスが不可欠である。会社は法律的にも経済的にも株主の所有物であり、株主がガバナンスを有していても、会社が
貴重な経済資源を利用する以上、経済性や効率性を無視した経営はできない。会社には一定の規律が要求され、それを担保するために「透明
性」が重視され、その経営が衆目の監視の下に置かれることが望ましい。

ハ．事業を行う経営者がその規律を反映した経営を行わなければ、会社はその役割を果たすことができない。会社制度の本質と意義を十分理解
し、高邁な精神と卓越した見識をもって、株主の観点からも判断ができる独立した取締役が必要である。独立した取締役の意見に耳を傾け、経営
者が会社を経営するという方式を確立する。これが社外取締役を招聘する理由である。

ニ．各取締役は、会社が効率的経営及び健全な経営を行うためのコーポレート・ガバナンスの体制を整備し、遵法経営を行う。また、利益率の高
い経営の実現と、透明性の確保を目的とする社内のルール化と、その実施、評価を行う体制の整備に努める。

ホ．株主からの資本を預かり、執行役員が進める業務執行を管理監督する取締役と、取締役会で選任された執行役員が取締役会の決定した経
営方針に添った業務執行を行うこととし、取締役会は経営のモニタリング機能と位置づける。

ヘ．あらゆる法令やルールを遵守し、社会規範にもとることのない、誠実かつ公正な企業活動を遂行するとともに、国際社会に通用する高い倫理
観を備えた良き企業市民としての使命感をもち、内外の経済・社会の発展に貢献する。正確な経営情報の積極的かつ公正な開示をはじめとして、
広く社会とのコミュニケーションを図り、社会に評価される透明な経営に徹する。

ト．市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力へは断固とした姿勢で対応し、決して妥協しない。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない項目については、以下のとおりです。

【補充原則　１－２－４】　議決権の電子行使、招集通知の英訳

株主総会招集通知の英訳については、第29期の招集通知から英語版を作成し、当社ホームページへ掲載しております。議決権電子行使プラット
フォームの導入については、機関投資家もしくは海外投資家の議決権の行使状況や外国人株主比率の動向等に留意しながら、その必要性を検
討してまいります。

【補充原則　１－２－５】　信託銀行等の名義で株式を保有する機関投資家等による議決権行使

当社は定款において、株主総会における議決権は、株主名簿上に記載・記録された株主または登録質権者が権利を行使できることとしており、信
託銀行、常任代理人等の名義で株式を保有する方が株主総会に出席することは認めておりません。今後、このようないわゆる実質株主の方から
の株主総会における議決権行使の対応については、その要望を注視しながら、信託銀行等との連携により、株主総会への出席要請の際の体制
整備に努めてまいります。

【補充原則　２－５－１】　内部通報制度における経営陣から独立した窓口の設置

当社においては、内部通報の受付窓口を知財法務部門に設置しております。また、内部通報制度の運用規程に、通報者の保護と、通報者に関す
る情報の守秘義務について定めており、通報者への不利益な取扱いを禁止して対応しております。経営陣から独立した窓口の設置に関しては、
今後の検討課題といたします。

【補充原則　４－１－３】　最高経営責任者等の後継者計画（プランニング）

当社は、代表取締役社長の最も重要な職務のひとつが後継者の育成であると認識しておりますが、これについて特に文書化されたものはなく、取
締役会において監督しておりません。現状においては、代表取締役社長が後継者となる社長候補者を取締役から選定し、取締役会において、社
長候補者の資質が社長に相応しいかを多様な視点から慎重に審議の上、決定することとしております。



また、当社は次世代のリーダー育成に積極的に取り組んでおり、若手から中堅の社員を対象に、当社の創業期から培ってきた企業文化やベン
チャー精神を継承し、新しいことに挑戦する自立した社員を育成するための人材教育を実施しております。

【補充原則　４－３－１】　経営陣幹部の選任や解任の手続

取締役の選任については、代表取締役社長が取締役規程に定める基準に従って候補者を選定し、取締役会に諮り審議の上、株主総会に付議す
る取締役候補者としております。

経営陣幹部については、取締役会において、必要な時期にふさわしい人材を取締役から選任することとしております。当社では、経営環境の変化
に迅速に対応するため取締役の任期を定款で１年と定めており、事業年度毎に取締役としての経営責任を明確にした上で、取締役会に諮り審議
の上、取締役の再任候補者として決定しております。

取締役の解任については、取締役会は適格性がないと認められる取締役に対して辞任勧告を行うことができる他、法令または定款に違反する行
為、またはそのおそれのある行為を行った場合は、辞任勧告ないし株主総会に解任議案の付議を検討いたします。なお、取締役の解任は株主総
会の特別決議をもって行うことを定款に定めております。

執行役員については、取締役が執行役員規程に定める基準に従って、取締役会に候補を推薦し、取締役会の決議により選任しております。執行
役員の任期は、取締役と同じく１年としており、事業年度毎に執行役員としての執行責任を明確にした上で、取締役会で審議の上、選任しておりま
す。

【補充原則　４－３－２】　資質を備えたＣＥＯの選任と手続の確立

当社はＣＥＯ（代表取締役社長）の選解任が重要な戦略的意思決定であると認識しており、ＣＥＯ（代表取締役社長）の選任については、取締役会
において、必要な時期にふさわしい人材を取締役から選任することとしております。

【補充原則　４－３－３】　適切な評価によるＣＥＯの解任と手続の確立

当社では、経営環境の変化に迅速に対応するため取締役の任期を定款で１年と定めており、事業年度毎にＣＥＯ（代表取締役社長）としての経営
責任を明確にした上で、取締役会に諮り審議の上、決定しております。

【補充原則　４－10－１】　任意の指名委員会・報酬委員会などの設置、独立社外取締役の適切な関与

当社は監査役会設置会社であり、独立社外取締役は過半数に達しておりません。現状では、社外取締役３名と社外監査役３名から積極的な意見
や助言を得ることにより、取締役会の機能の独立性・客観性が保たれているものと考えております。また、取締役・執行役員の報酬の決定にあ
たっては、独立性と客観性を担保するため半数を超える社外役員で構成される報酬委員会を任意に設置しております。

取締役会における重要事項の検討においては、学者、公認会計士、企業経営経験者で構成される独立社外取締役と、弁護士、税理士、事業運営
経験者で構成される独立社外監査役により、それぞれの立場から良識を持って多様な視点の助言を得ており、活発な議論が行われております。

取締役から独立した立場の社外監査役は、取締役の職務執行に対し客観性と中立性を持って監査・監督を行うため、その高い独立性が有益に機
能しております。常勤監査役は社内の重要な会議に出席し、積極的に意見を述べ、様々な情報を収集しております。これらの情報は社外監査役
へ連携されるとともに、取締役会においても必要に応じて意見を述べております。

取締役の指名については、代表取締役社長が候補者を取締役会に推薦し、取締役会において慎重に審議を行った上で、株主総会で決定しており
ます。取締役候補者の選定においては、当社の事業活動に対して適切かつスピーディーな意思決定と業務執行の監督ができるよう、技術研究、
製品開発、生産管理、財務会計などの各事業領域の専門能力を持ち、豊富な経験や知恵によって問題解決を図ることができる社内出身の取締
役と、当社の成長戦略やガバナンスの充実を図るため、客観的かつ中立的な視点で多様なステークホルダーの観点から、積極的に問題提起と解
決策を議論できる社外取締役を選定し、その構成に配慮することとしております。

【原則４－11．取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件】　取締役会の多様性と規模の両立、取締役会の実効性に関する分析・評価

当社は監査役会設置会社であり、取締役は９名（うち社外取締役３名）、監査役は４名（うち社外監査役３名）であります。取締役会は、経営戦略の
決定及び業務監督機関として位置付け、責任を持った意思決定が少数の取締役で迅速に行える体制を整備しております。また、意思決定・監督と
業務執行の分離により取締役会の活性化を図るため、執行役員制度を導入しております。

当社の取締役会は、取締役９名のうち男性が８名、女性が１名で構成されております。今後、ジェンダーや国際性の面を含む多様性の観点から
も、候補者の選定を検討してまいります。

監査役会は、内部監査、コーポレートガバナンスに精通している常勤監査役1名と、弁護士、税理士及び事業運営経験者の社外監査役３名で構成
されており、財務・会計に関する十分な知見を有する者は１名であります。各監査役は役割分担を協議により決定し、法務・知財、税務・財務、経
営全般をそれぞれの役割として、専門的な見地から監査を行っております。

取締役会においては、高い独立性を有する社外取締役並びに社外監査役が、外部の観点からも意見を述べることで、業務執行の監視の充実を
図っておりますが、取締役会の実効性の手続き、分析、その評価について、特に文書化して実施しておりませんので、今後、その必要性を検討し
てまいります。

【補充原則　４－11－３】　取締役会全体の実効性の分析・評価、その結果概要の開示

2021年3月期においては、定時取締役会を13回、臨時取締役会を２回開催し、業務執行に関する重要事項の審議・決議を行い、遅滞なく執行いた
しました。

社外取締役は、議案及び報告事項について配布された資料を基に検討を行い、取締役会の場において積極的に質疑や提言を行っております。こ
れらは取締役会の決議に反映され、その決議に基づき業務執行取締役と執行役員により業務が執行されております。

監査役は、議案及び報告事項について問題点を把握し、主にリスク管理の観点から積極的に提言を行っております。これらは取締役会の決議に
反映され、その決議に基づき業務執行取締役と執行役員により業務が執行されております。

しかしながら、当社においては、取締役会の実効性の手続き、分析、その評価について、特に文書化して実施しておりませんので、今後、その必
要性を検討してまいります。

【補充原則４－12①】取締役会の資料が、会日に十分に先立って配布されるようにすること

取締役会において充実した議論がなされるよう、取締役会事務局においては、業務執行取締役・執行役員から提出された、次回の取締役会に諮
るべき議案や報告事項を、取締役会資料として取り纏め、事前に配布しておりますが、会日に先立っての配布については今後の検討課題といたし
ます。

【原則５－２．経営戦略や経営計画の策定・公表】　収益計画や資本政策の基本的な方針、収益力・資本効率等に関する目標の提示

当社においては、中期経営計画を策定しており、売上や営業利益の計画・その達成のための事業方針・戦略について、ホームページにおいて記
載しており、分かりやすい説明に努めております。

中期経営計画（https://www.megachips.co.jp/irinfo/management/middle_plan.html）

具体的な目標数値を設定しておりませんが、収益力・資本効率に関する経営指標として自己資本当期純利益率、売上高営業利益率を向上させて
いくこと、また、安全性に関する指標として自己資本比率を向上させていくことが重要であると考えております。なお、資本コストについては、投資
家が期待するリターンを表す指標でありますので、適切に把握した上で、経営計画等に活かせるよう努めてまいります。



【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

当社においては、「コーポレートガバナンス・コード」における基本原則・原則・補充原則の全項目に対する当社の取り組み状況を、「コーポレートガ
バナンス・コードの各原則に対するメガチップスの取り組み状況」として、当社ホームページに掲載しておりますのでご参照ください。

コーポレート・ガバナンス（https://www.megachips.co.jp/irinfo/management/governance.html）

２．資本構成

外国人株式保有比率 30%以上

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,392,200 6.40

有限会社シンドウ 1,239,800 5.70

株式会社シンドウ・アンド・アソシエイツ　 1,239,800 5.70

ＴＨＥ　ＢＡＮＫ　ＯＦ　ＮＥＷ　ＹＯＲＫ　ＭＥＬＬＯＮ　１４００５１ 1,056,300 4.85

ＴＨＥ　ＢＡＮＫ　ＯＦ　ＮＥＷ　ＹＯＲＫ　１３３６５２ 753,800 3.46

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 604,600 2.78

進藤　晶弘 540,644 2.48

松岡　茂樹 540,000 2.48

進藤　律子 536,600 2.47

松井　典子 507,348 2.33

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 電気機器

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人以上500人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 12 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 9 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

永田　潤子 学者

長井　完文 公認会計士

山田　圀裕 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由



永田　潤子 ○ ―――

永田潤子氏は、1980年女性に門戸を開放した
海上保安大学校に初の女子学生として入学
し、卒業後は海上保安庁に勤務し1988年女性
初・最年少で巡視艇「まつなみ」船長となるな
ど、女性活躍のパイオニアとして活躍してきまし
た。その後、政策分析、意思決定、経営学を研
究し、組織におけるリーダーシップなど人材育
成にも携わってきました。これらの豊富な経験
と人脈を通して、当社の更なる成長に向けて、
多角的・客観的な視点から積極的な指摘や提
言をいただき、当社発展への貢献並びに経営
を監督していただくことで、社外取締役としての
職務を適切に遂行することができるものと判断
し、選任いたしました。

永田潤子氏の独立性については次のとおりで
あり、社外取締役として高い独立性を有してい
ると認識しております。

（ａ）当社取締役の配偶者、３親等以内の親族
その他これに準ずる者ではありません。

（ｂ）当社または当社の特定関係事業者の業務
執行者となったことはありません。

（ｃ）当社または当社の特定関係事業者から多
額の金銭その他の財産を受けたことはなく今後
もその予定はございません。

また、東京証券取引所が定める独立性基準及
び当社における実質的な独立性の判断を満た
すことから、独立役員として適任であるものと判
断しております。

長井　完文 ○ ―――

長井完文氏は、公認会計士及び税理士として
財務・会計、監査に関する広範な専門知識、並
びに豊富なキャリアと高い見識を有しており、
当社の経営全般に助言いただくことで、社外取
締役としての職務を適切に遂行することがで
き、当社の経営体制がさらに強化できると判断
し、選任いたしました。

長井完文氏の独立性については次のとおりで
あり、社外取締役として高い独立性を有してい
ると認識しております。

（ａ）当社取締役の配偶者、３親等以内の親族
その他これに準ずる者ではありません。

（ｂ）当社または当社の特定関係事業者の業務
執行者となったことはありません。

（ｃ）当社または当社の特定関係事業者から多
額の金銭その他の財産を受けたことはなく今後
もその予定はございません。

また、東京証券取引所が定める独立性基準及
び当社における実質的な独立性の判断を満た
すことから、独立役員として適任であるものと判
断しております。



山田　圀裕 ○ ―――

山田圀裕氏は、過去、当社および当社子会社
の社外役員であり、当社グループにおける経
営者としての豊富な経験を有するとともに、大
学教授として培ってきた技術的専門分野の実
績と識見は高く評価されており、会社経営全般
を統括するのに十分な見識を有しております。
同氏に当社の経営全般に助言いただくことで、
社外取締役としての職務を適切に遂行すること
ができ、当社の経営体制がさらに強化できると
判断し、選任いたしました。

山田圀裕氏の独立性については次のとおりで
あり、社外取締役として高い独立性を有してい
ると認識しております。

（ａ）当社取締役の配偶者、３親等以内の親族
その他これに準ずる者ではありません。

（ｂ）当社または当社の特定関係事業者の業務
執行者となったことはありません。

（ｃ）当社または当社の特定関係事業者から多
額の金銭その他の財産を受けたことはなく今後
もその予定はございません。

また、東京証券取引所が定める独立性基準及
び当社における実質的な独立性の判断を満た
すことから、独立役員として適任であるものと判
断しております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員

（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名）

委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

― ― ― ― ― ― ― ―

報酬委員会に相当
する任意の委員会

報酬委員会 3 1 1 0 0 2
社内取
締役

補足説明

報酬委員会は当社の社内取締役１名、社外監査役２名で構成されております。議長は委員の互選により指名しております。

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 4 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

毎期初において、監査役は会計監査人と監査計画、監査方針について協議を行っております。適時実施される監査等の手続に関しては、会計監
査人とのコミュニケーションにより、その手続の方法、結果及び評価について定期的に意見の交換を行っております。

監査役は業務監査の主管部門である内部監査部門と密に連携し、監査役監査の充実を図っております。また、社外取締役及び社外監査役のみ
で構成する定期的な会合は設けておりませんが、必要に応じて情報交換等の連携を図っております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 3 名



社外監査役のうち独立役員に指定され

ている人数
3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

北野　敬一 税理士

古川　智祥 弁護士

松島　昭 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

北野　敬一 ○ ―――

北野敬一氏は、税理士としての専門的な知識・
経験等を活かし、当社の税務・会計業務をはじ
め経営全般へ助言いただくことで、社外監査役
としての職務を適切に遂行することができ、当
社の監査体制がさらに強化できると判断し、選
任いたしました。なお、同氏の当社における社
外監査役としての在任年数は、本総会終結の
時をもって19年になりますが、当社の内情を深
く理解した上で、細部にわたり高い意識をもっ
て、見識・経験を当社の監査に反映していただ
いております。

北野敬一氏の独立性については次のとおりで
あり、社外監査役として高い独立性を有してい
ると認識しております。

（ａ）当社取締役の配偶者、３親等以内の親族
その他これに準ずる者ではありません。

（ｂ）当社または当社の特定関係事業者の業務
執行者となったことはありません。

（ｃ）当社または当社の特定関係事業者から多
額の金銭その他の財産を受けたことはなく今後
もその予定はございません。

また、東京証券取引所が定める独立性基準及
び当社における実質的な独立性の判断を満た
すことから、独立役員として適任であるものと判
断しております。



古川　智祥 ○ ―――

古川智祥氏は、社外役員となること以外の方
法で会社の経営に関与した経験はありません
が、弁護士として企業法務・国際法務に関する
高度な知識と幅広い経験を有しており、その法
的視点及び幅広い見識を監査に反映していた
だくとともに、コンプライアンスの観点から経営
判断の適切性の監督並びに当社の社会的信
頼向上に寄与していただけると判断し、選任い
たしました。

古川智祥氏の独立性については次のとおりで
あり、社外監査役として高い独立性を有してい
ると認識しております。

（ａ）当社取締役の配偶者、３親等以内の親族
その他これに準ずる者ではありません。

（ｂ）当社または当社の特定関係事業者の業務
執行者となったことはありません。

（ｃ）当社または当社の特定関係事業者から多
額の金銭その他の財産を受けたことはなく今後
もその予定はございません。

また、東京証券取引所が定める独立性基準及
び当社における実質的な独立性の判断を満た
すことから、独立役員として適任であるものと判
断しております。

松島　昭 ○ ―――

松島昭氏は、長年にわたり半導体分野におけ
る事業管理・生産体制の構築、販売管理など
に携わり、また中長期におよぶ経営戦略立案
など、その事業運営経験に基づく経営の幅広
い見識を有しており、当社の事業や経営全般
に助言をいただくことにより、社外監査役として
の職務を適切に遂行することができ、当社の監
査機能を強化できると判断し、選任いたしまし
た。

松島昭氏の独立性については次のとおりであ
り、社外監査役として高い独立性を有している
と認識しております。

（ａ）当社取締役の配偶者、３親等以内の親族
その他これに準ずる者ではありません。

（ｂ）当社または当社の特定関係事業者の業務
執行者となったことはありません。

（ｃ）当社または当社の特定関係事業者から多
額の金銭その他の財産を受けたことはなく今後
もその予定はございません。

また、東京証券取引所が定める独立性基準及
び当社における実質的な独立性の判断を満た
すことから、独立役員として適任であるものと判
断しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 6 名

その他独立役員に関する事項

当社は、独立役員の資格を充たす社外役員を全て独立役員に指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する

施策の実施状況
業績連動報酬制度の導入、その他

該当項目に関する補足説明

取締役の報酬については、基本報酬としての定額報酬、業績連動報酬等としての役員賞与及び非金銭報酬等としての譲渡制限付株式報酬で構
成しております。譲渡制限付株式報酬については、当社の企業価値の持続的な向上を図る中長期的なインセンティブ付けを行うものとして制度を
導入しております。



ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

事業報告においては、全取締役の総額を開示し、その内訳として社外取締役の総額を開示しております。有価証券報告書においては、社外取締

役を除く取締役の総額並びに社外役員(社外取締役及び社外監査役)の総額をそれぞれ開示しております。

なお、2021年3月期における取締役の報酬等の総額は、取締役11名（退任者２名含む）で361,879千円（うち社外取締役は３名で29,400千円）であり
ます。

報酬の額又はその算定方法の決定方針

の有無
あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

当社は役員報酬等の内容の決定に関する方針を定めており、当該方針の制定・変更を報酬委員会からの答申をもとに取締役会において決定し
ております。役員報酬等に関する方針の概要は次のとおりです。

イ．取締役の報酬に関する基本方針

当社の取締役報酬は、競争力の源泉である優秀な人材を保持・獲得できる水準を勘案し、当社グループの企業価値の増大を重視した報酬体系と
します。具体的には、基本報酬としての定額報酬、業績連動報酬等としての役員賞与及び非金銭報酬等としての譲渡制限付株式報酬で構成しま
す。報酬総額は株主総会で決議された範囲内で決定します。

ロ．基本報酬（金銭報酬）の額の算定方法の決定に関する方針

当社の取締役の基本報酬は月額の定額報酬とし、各取締役の役職や勤務形態（常勤・非常勤）に応じて、業務遂行の困難さや責任の重さ並びに
世間相場等を考慮して決定します。

ハ．業績連動報酬等並びに非金銭報酬等の内容及び額の算定方法の決定に関する方針

業績連動報酬等は、業績向上へのモチベーションを高めるための業績連動を基準とし、役員賞与として、毎年、一定の時期に金銭にて支給しま
す。役員賞与は、事業年度ごとに、原則、当社グループにおける「親会社株主に帰属する当期純利益」の７％を上限として原資を決定します。（当
社においては、業績連動を評価する上での指標として、経営の最終結果である「親会社株主に帰属する当期純利益」を採用し、その実績値を基準
とします。）個別支給額については、各取締役の責任遂行状況を加味した上で配分します。

非金銭報酬等は譲渡制限付株式とし、その内容は、対象取締役に対して、毎年一定の時期にその職責を考慮した株式数を割り当てることとしま
す。具体的には、当社取締役会決議に基づき、譲渡制限付株式に関する報酬として定時株主総会で承認可決された範囲内で金銭債権を支給し、
各取締役は、当該金銭債権の全部を現物出資の方法で給付することにより、譲渡制限付株式の割当を受けるものとします。

なお、対象取締役のうちに、本制度による金銭債権額及び割当株式の数を決定する取締役会の時点で日本国非居住者に該当する者がある場合
には、当該取締役に対しては本制度による金銭債権の付与及び株式の割当は行わないものとし、金銭債権と同額の金銭報酬を、既存の金銭報
酬の報酬枠の範囲内で支給します。

ニ．基本報酬（金銭報酬）と業績連動報酬等の額または非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額の割合に関する方針

取締役の種類別の報酬割合については、当社と同程度の事業規模や関連する業種・業態に属する企業をベンチマークとする報酬水準を踏まえる
こととします。

ホ．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

定額報酬、役員賞与及び譲渡制限付株式報酬の個別支給額については、半数を超える社外役員で構成される報酬委員会において審議の上、取
締役会はその答申を得ることとします。その上で取締役会は個別支給額の決定を代表取締役社長に委任し、報酬委員会の答申内容を尊重し、当
該答申で示された種類別の報酬割合の範囲内で取締役の個人別の報酬等の内容を決定することとします。

報酬委員会は任意の諮問機関として取締役会の下に設置します。報酬委員会の事務局は人事部門とし、委員は半数を超える社外役員と社内取
締役で構成します。報酬委員会は取締役会の諮問に応じて、取締役及び執行役員の報酬等に係る方針、取締役及び執行役員の個人別の報酬
等の内容並びにこれらを決議するための必要な規則及び手続等の制定、変更、廃止などについて審議し、取締役会に答申や提言を行う権限を持
ちます。

ヘ．監査役の報酬に関する方針

監査役の報酬は定額報酬で構成します。定額報酬は勤務形態（常勤・非常勤）や各監査役の職責に応じて定められた額を支給しております。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

財務部門を取締役会事務局として、会議資料の取りまとめ及び事前配布を行い、会議において効率的に審議を行うことができる体制を整えており
ます。また、同部門に社外役員との連絡を行う秘書役を置き、社外役員が取締役会に出席することができるようスケジュールの調整を行う体制を
整えております。一方、緊急事態の発生時に備え、社外役員も含めた緊急連絡網を整備し情報の流通路を確保しております。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等



氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

鵜飼　幸弘 顧問 事業に関する助言など 非常勤 2011/06/24 １年間

髙田　明 顧問 事業に関する助言など 非常勤 2020/06/26 １年間

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 2 名

その他の事項

当社においては相談役・顧問等の制度は設けておりませんが、特定の業務分野に対する支援等、当社の企業価値向上に資すると判断する場合
に、個別に審議の上、委任しております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

当社は監査役会設置会社であり、取締役は９名（うち社外取締役３名）、監査役は４名（うち社外監査役３名）であります。

取締役会は、経営戦略の決定及び業務執行の監督機関として位置付け、責任を持った意思決定が少数の取締役で迅速に行える体制を整えてお
り、経営環境の変化に迅速に対応するため取締役の任期を定款で１年と定めております。

（取締役会構成員： 代表取締役社長肥川哲士（議長）、取締役会長進藤晶弘、専務取締役林能昌、取締役下前泰人、取締役山口育男、取締役岩

間郁夫、社外取締役永田潤子、社外取締役長井完文、社外取締役山田圀裕）

また、意思決定・監督と業務執行の分離により取締役会の活性化を図るため、執行役員制度を導入しております。

2021年3月期においては、定時取締役会を13回、臨時取締役会を２回開催し、業務執行に関する重要事項の審議・決議を行い、遅滞なく執行いた
しました。

監査役は、取締役会における経営の基本方針、会社の重要事項の決定並びに業務執行状況を監査し、監査役会において業務執行における法
令、定款及び社内規程の遵守状況並びに適法性を監視しております。各監査役は役割分担を協議により決定し、法務・知財、税務・財務、経営全
般をそれぞれの役割として、専門的な見地から監査を行っております。

（監査役会構成員： 常勤監査役山川眞紀子（議長）、監査役北野敬一、監査役古川智祥、監査役松島昭）

取締役会の下に、各事業部門の事業計画に対する業務執行状況の把握と監視、その進捗管理等を行う組織として、経営陣（執行役員、部門長
等）により運営される経営会議を設置しております。

また、任意の諮問機関として取締役会の下に報酬委員会を設置しております。報酬委員会は人事部門を事務局とし、取締役、理事及び執行役員
等の報酬水準、報酬制度・内容について審議し、取締役会に答申しております。委員は半数を超える社外役員と社内取締役で構成いたします。

（第31期報酬委員会： 代表取締役社長肥川哲士（議長）、社外監査役北野敬一、社外監査役古川智祥）

業務執行・監督機能の充実に向けた取り組みとして、経営の透明性と客観性、取締役並びに執行役員の職務執行の適法性を確保するための牽
制機能を期待し、当社と直接利害が関係しない社外取締役３名及び社外監査役３名を選任しております。取締役会においては、この高い独立性を
有する社外取締役並びに社外監査役が、外部の観点からも意見を述べることで、業務執行の監視の充実を図っております。

当社は、社外取締役及び社外監査役との間で、会社法第423条第１項の損害賠償責任を負担する場合において、職務を行うにつき善意でありか
つ重大な過失がないときは、法令の定める限度まで損害賠償責任を負担するものとする責任限定契約を締結しております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は、機関設計として監査役設置会社を選択しており、取締役の少数制、執行役員制度の導入、任意の諮問機関の設置等、当社に相応しい内
部統制システムのもとで、法令遵守、透明性、公平性、スピードを確保しつつ、コーポレート・ガバナンスを常に意識した企業経営に努めておりま
す。また、高い独立性を有する社外取締役並びに社外監査役が、その客観的かつ中立的な視点から経営に対する監査・監督を行っており、現状
のガバナンス体制が充分に機能していると考えております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
株主総会開催日の３週間前に招集通知・株主総会参考書類を発送しております。

当社ホームページ、東京証券取引所のTDnetにおいても、可能な限り発送日の５営業日
前に掲載しております。

電磁的方法による議決権の行使 第30期定時株主総会より、インターネットによる議決権行使を実施しております。

招集通知（要約）の英文での提供 第29期の招集通知から英語版を作成し、当社ホームページへ掲載しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
ディスクロージャーポリシーとして「IRポリシー」を作成し、当社ホームページに
掲載しております。

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

各四半期決算及び年度決算公表後に、アナリスト、ファンド・マネージャー等

機関投資家向けの会社説明会を実施しております。また、各決算公表後、個
別に訪問し、事業の状況等を説明する機会を設定しております。

あり

IR資料のホームページ掲載
決算短信、有価証券報告書をホームページに掲載しております。また、決算発
表後に業績結果を踏まえた現状についての総括を掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置
財務部長１名及び財務部の担当者２名がＩＲに関する業務を担当しておりま
す。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

「内部統制システムの基本方針」「コンプライアンス規程」「コンプライアンス委員会規程」等
において、法令を遵守した社内体制の整備を行い、コンプライアンスの重要性を社内に浸
透させ、誠実に適時適切な情報開示を徹底し、会社を取り巻くステークホルダーの尊重を
図ることとしております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

当社は、より安全な未来社会を実現するために環境保全を推進することが必要不可欠で
あると考え、「環境と経営の共生」を実現することで、環境に貢献することを目的に、国際規
格ISO14001に準拠した環境マネジメントシステムを構築しています。

このような環境方針の下、環境影響を考慮し、製品の低消費電力化、小型化などに取り組
む「環境配慮、高循環型製品づくり」、当社独自のグリーン調達ガイドラインに基づく「環境
負荷化学物質の削減・グリーン調達」、事業所内での省エネルギー、省資源に取り組む「エ
コオフィス活動の推進」、コンプライアンスとしての「紛争鉱物に対する規制の順守」及び
「法令、その他要求事項の順守」などの環境保全活動に取り組んでおります。

その他
また、当社では、国籍・年齢・性別に関係なく実力に基づいて職務と役割を付与しておりま
す。リーダーや管理職にも女性を積極的に登用しており、今後も様々な経験・能力・価値観
を持った人材を活用し、社内の多様性を図ってまいります。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

〔内部統制システムの整備〕

当社は、取締役会が決定した「メガチップスの内部統制システムの基本方針」に基づいて内部統制システムの整備・運用を行います。取締役会
は、定期的に内部統制システムの運用状況を確認し、これを監督します。

〔業務の適正を確保するための体制〕

１．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

経営の透明性と客観性、取締役及び執行役員等の職務執行の適法性を確保するための牽制機能を期待し、独立性のある社外取締役及び社外
監査役を積極的に招聘し、外部の観点から業務執行の監視を行います。

代表取締役は、コンプライアンスが企業活動の前提であることの周知徹底を図るとともに、内部統制システムの整備・運用とそれらの機能向上に
継続的に取り組み、適正な業務執行が行われる社内環境作りを推進します。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

当社においては、社内の文書保存に関するルールを定めた規程等に基づいて、役員及び使用人の職務や業務執行に関する情報を保存し、管理
します。また、役員及び会計監査人からの、業務執行状況の把握や監査に関する情報収集のための閲覧要請に、随時対応できる体制を整備しま
す。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

経営に重大な影響を与える可能性のあるリスクを適時適切に認識し、リスクの評価、対処を行うため、ルールに基づいてリスク管理を推進します。
内部監査部門は、各部門の業務執行及びリスク管理状況について、定期的に適切性、有効性、効率性の評価を行うとともにリスクの把握と改善
に向けた指示や提言を行います。

また、経営に重大な影響を与える事象が発生した場合の、情報流通の仕組みを規程に定め、適切に情報開示が行われる体制を整備します。さら
に、不正行為等の早期対応を図るため、通報者の保護を確保した内部通報制度を整備します。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

業務執行ラインにおいては、統制と監視が適切に機能する体制作りを以下のとおり行い、取締役の職務執行の効率性を確保します。

イ．業務分掌、権限、会議体に関する規程を定め、取締役及び使用人の職務権限の行使及び意思決定が、ルールに基づいて適正かつ効率的に
行われる組織体制を整備します。

ロ．代表取締役は、当社の経営理念、経営原則、行動指針等、また、会社が掲げたミッションを役員及び使用人と共有し、これに基づいた組織運
営を行います。

ハ．代表取締役は、全社的な目標を年度ごとに中期経営計画として定め、目標達成への意識向上を図ります。また、中期経営計画を具体化する
ため、毎年度、事業部門ごとの業績目標と予算を策定し、経営資源の配分を決定します。

ニ．取締役による意思決定・監督と業務執行の分離により取締役会の機能向上を図るため、執行役員制度を採用し、効率的な組織運営を行いま
す。

５．使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

業務執行ラインから独立した監視体制を以下のとおり整備し、使用人の職務執行の適法性を確保します。

イ．使用人等が、業務遂行上のリスクやその兆候、使用人等による不正行為等を発見したときに、直接的に情報提供を行うことのできる制度とし
て内部通報制度を整備します。なお、当該制度は、規程により通報者に対する不利益な取扱いを禁止して運用します。

ロ．内部通報制度を通じて情報提供を受けたときは、規定に基づいて事実関係の調査を行い、必要に応じ法令違反行為等の停止勧告を行い、再
発防止策の検討を行うこととします。

ハ．法令違反行為等が認められた場合は、取締役社長にその原因や再発防止策の報告を行います。

６．当社並びにその親会社及び子会社等から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

子会社等を含むグループ全体を内部統制システムの適用範囲として、業務の適正化を図ります。各子会社からの報告により、業務執行状況、財
務状況等を定期的に把握し、当社の取締役会、経営会議において業務の適正性を確認します。

また、内部監査部門が定期的に子会社等の内部監査を実施し、コンプライアンス上の問題や業務執行上の問題の把握に努めます。

７．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項、当該使用人の取締役からの独立性に関す
る事項

監査役・監査役会を補助すべき使用人は常設していませんが、業務監査実施前に協議を行い対応します。また、監査役からの要請に応じ、会計
監査人または外部の専門家による助言を得る機会の提供や、監査業務において使用人に指示・命令できる体制を確保します。監査役から指示・
命令を受けた使用人に対しては、監査の対象となる当事者からの独立性に十分配慮します。

８．取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告に関する体制

取締役及び使用人は、監査役の職務遂行に必要な事項について情報提供を求められた場合、速やかに当該情報を報告します。また、監査役が
取締役会等の重要な会議において、法定の事項に加え、内部監査の状況、取締役及び使用人の法令等の遵守状況、会社経営や事業運営に与
えるリスクに関する重要な情報等を入手できる機会を確保します。

９．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役の監査の実効性を高めるため、監査役が代表取締役及び会計監査人との間で定期的に意見交換を行う機会や、監査役の要請に応じて、
業務の執行状況を執行役員等から聴取する機会を確保します。また、内部監査部門から内部監査結果や内部監査の実施状況等の報告を受ける
ことにより、業務執行の適正性及び法令等の遵守状況の確認を行います。

〔統制の内容〕

・取締役会

取締役会は、経営戦略の決定及び業務執行の監督機関として位置付け、責任を持った意思決定が少数の取締役で迅速に行える体制を整え、経
営環境の変化に迅速に対応するため取締役の任期を定款で１年と定めます。また、意思決定・監督と業務執行の分離により取締役会の活性化を
図るため、執行役員制度を導入します。



・経営会議

取締役会の下に、各事業部門の事業計画に対する業務執行状況の把握と監視、その進捗管理等を行う組織として、経営陣（執行役員、部門長
等）により運営される経営会議を設置します。

・報酬委員会（委員：取締役及び監査役）

任意の諮問機関として取締役会の下に報酬委員会を設置します。報酬委員会は人事部門を事務局とし、取締役、理事及び執行役員等の報酬水
準、報酬制度・内容について審議し、取締役会に答申します。委員は半数を超える社外役員と社内取締役で構成します。

・監査役監査

監査役監査の組織については、監査役機能強化のため複数の社外監査役を選任し、取締役からの独立性を重視した体制を整備します。経営及
び法令遵守の監視においては、法律・知的財産権または財務会計・税務等に関する相当程度の知見を有する者を社外監査役として招聘し、外部
の観点に加え専門的な見地から取締役の職務執行の監査を行うとともに、コンプライアンス重視の意識浸透の中心的役割を果たすよう要請しま
す。

監査役が適正に職務を遂行するために、会社の経営執行上、重要な事項の審議・判断を行う会議に出席することで、意見を述べる機会を確保し
ます。また、内部監査部門から内部監査結果や内部監査実施状況等の報告を受けることにより、業務が適正に執行され法令・定款に反すること
が行われていないかを確認し、重要な事項に関しては代表取締役に直接勧告できるものとします。

・内部監査

内部監査の組織については、日常の部門間業務の内部牽制を司る部門として、代表取締役直属の内部監査部門を設置します。

内部監査部門は、監査計画に基づいて内部監査を実施し、監査結果を代表取締役と監査役に報告し、問題があれば代表取締役の指示を受けて
改善命令を出し、改善状況をチェックする体制で運営します。また、当該事業年度の「業務監査結果」を総括したうえで、代表取締役を通して取締
役会に報告します。

金融商品取引法に基づく内部統制報告制度においては、内部統制状況の整備及び運用の評価を行い代表取締役に報告します。必要に応じて、
各業務の責任者に対して業務の改善を勧告し、あわせてこれを報告します。

・労務政策

労務政策においては、経営理念やコンプライアンス規程に掲げた理念に立脚した価値観で実施します。「人材を重視し、従業員の成長を通じて、
会社の発展と従業員の幸せを一致させる」ことを理念として重視し、企業の成長と従業員の成長の一致を図ります。

また、従業員一人一人の人格や個性を尊重し、その尊厳と価値を認め公正適切な待遇を与えること、人種、信条、性別、宗教、国籍などあらゆる
理由による差別的な取り扱いのない健全な職場環境を確保すること、プライバシーの尊重を謳い、能力・意欲に秀でており努力をする人材に対し
て客観的で公正な人事評価と処遇を行うことを行動基準とします。

当社の最大の資源は人材であり、すぐれた人材の確保や育成こそ企業の発展の根源であるという考えに立脚し、能力と努力に対する公正な評価
と処遇、適材適所での人材活用、人の成長をもたらすやり甲斐のある仕事の提供、そして生き甲斐の持てる明るい活力のある職場作り等に重点
を置いた労務政策を推進します。

・危機管理委員会（委員長：取締役社長、委員：取締役社長が任命する者）

大規模な自然災害、事故、事件などのリスクに関して、リスクの予防回避及び発災時の人命の安全、並びに被害の抑制・軽減、二次災害の防止、
早期の業務再開を図るとともに、企業市民として社会的責任を果たすため、「危機管理マニュアル」に基づき防災対策・災害対応にあたります。発
災時においては危機管理の中枢を担う組織として危機管理委員会を設置し、事態の対処にあたります。

企業統治に対する考え方と意志決定機関等については以上のとおりで、取締役の少数制、執行役員制度の導入、任意の諮問機関の設置等、当
社に相応しい内部統制システムのもとで、法令遵守、透明性、公平性、スピードを確保しつつ、コーポレート・ガバナンスを常に意識した企業経営
に努めます。さらに株主重視として、適正な株価の形成や会社のレピュテーション向上のため経営陣自ら率先して広報・ＩＲ活動に取り組み、タイム
リーディスクロージャーやアカウンタビリティーを果たす体制の整備に努めます。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

〔反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方（基本方針）〕

当社は、市民の秩序や安全、企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力へは、断固とした姿勢で一切関わらず、決して妥協しないことを基

本方針とします。

〔反社会的勢力排除に向けた整備状況〕

当社は、法令はもとより社会的規範及び社内標準等を遵守するための具体的な企業行動指針（コンプライアンス規程）を制定しています。この

企業行動指針では、反社会的勢力排除に向けて、知財法務部門がその統括部門となり組織全体で対応すること、不当要求、危機管理、緊急事

態に対処するための具体的な手順を定めた行動基準（危機管理及び外部対応標準）を実践することを定めており、その遵守に努めています。

また、大阪府企業防衛連合協議会など地域の企業防衛対策協議会開催の会合や研修会に参加し、反社会的勢力排除に関する情報交換を行う

とともに、所轄警察署等外部専門機関との連携関係を構築し支援を得ています。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

当社は、経営の透明性を高めるため、以下に掲げるＩＲポリシーに基づいて積極的なＩＲ活動を行い、当社グループの事業や経営に関して重要な
事項が生じた場合は、これを遅滞なく開示し、ステークホルダーの皆様に対し適時適切な経営状況の報告に努めております。なお、当社における
会社情報の適時開示に係る社内体制図は、参考資料をご参照ください。

〔ＩＲポリシー〕

１．基本姿勢

当社は、「公平性」「適時性」「正確性」「継続性」に配慮して、経営戦略や財務状態等の会社情報を発信し、経営の「透明性」を高めるとともに、株
主・投資家・証券アナリストの皆さまからの当社に対する信頼と適切な評価を得るために、経営者自ら積極的なＩＲ活動に取り組みます。

２．情報開示の基準

当社は、金融商品取引法、会社法等の諸法令（以下、「法令等」という）、また当社の株式が上場されている東京証券取引所の定める「上場有価証
券の発行者の会社情報の適時開示に関する規則」（以下、「適時開示規則」という）を遵守してディスクロージャーを行います。また、法令等並びに
適時開示規則に規定される開示基準に該当しない場合でも、株主・投資家・証券アナリストの皆さまの投資判断に影響を与えると考えられる情報
や、当社への理解を深めていただく上で有用であると思われる情報は、積極的に開示します。

３．情報開示の方法

当社は、法令等や適時開示規則に定める開示基準に該当する情報、株主・投資家・証券アナリストの皆さまの投資判断に影響を与えると考えられ
る情報は、それぞれの規則に基づき、金融庁が運用する開示書類に関する電子開示システム（EDINET）や東京証券取引所が運用する適時開示
情報伝達システム（TDnet）を通じて開示するとともに、速やかにインターネット上に開設する当社のホームページ（以下、「ホームページ」という）に
掲示します。また、これら以外の情報についても、当社を理解していただく上で有用であると思われる情報は、ニュースリリースの配信やホーム
ページの各コンテンツへの掲載を通じて情報発信します。

４．将来の見通しについて

当社が開示する情報の中で、業績予想や将来の予測等に関する記述は、その情報が開示される時点で経営者が入手した情報に基づき判断した
予想であり、不確実性や潜在的なリスク（以下、「リスク」という）が含まれる場合があります。しかし、結果としての業績等は、変化するさまざまな要
因によって予想とは異なる可能性がありますことをご承知おきください。これらのリスクは「事業等のリスク」として開示に努めますのでご参照くださ
い。

５．投資の判断

当社の開示する情報は、当社に対する理解を深めていただくことを目的としており投資勧誘を目的としたものではありません。投資に関する決定
は、ご自身の判断において行われるようお願いします。

６．第三者が発行する当社情報への対応

証券アナリストや報道機関、インターネット上のさまざまな情報サイト等の当社以外の第三者が発信する、当社の情報・業績予想等各種情報につ
いては、当社はコメントやこれらを支持する立場にはありません。ただし、これらの内容に明らかな誤りが含まれており、当社への信頼が損なわ
れ、適切な評価が得られないと判断される場合には、必要に応じてその誤りを訂正し正確な情報を伝えるための対応を行います。

７．ＩＲ沈黙期間

当社は、株価に影響を与える決算情報の漏洩を防ぎ公平性を確保するため、各四半期の決算日含め５営業日前から決算発表日までを沈黙期間
と定めます。この期間中は、決算に関連するお問い合わせへのコメントを控えさせていただきますので、ご理解いただきますようお願いします。た
だし、法令等や適時開示規則に該当する情報については、沈黙期間中であってもディスクロージャーを行った後、お問い合わせに対応します。



【参考資料：内部統制システムを含むコーポレートガバナンス体制についての模式図】

【参考資料：適時開示に係る社内体制図】
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